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食品表示法制とその執行体制に関する研究
A Study on Japanese food labeling legislation and its execution structure 
溢谷 樹(農業経営経済学分野)
本研究は， 日本の食品表示法制における主要法律である食品衛生法及びJAS 法(農林物
資の規格化及び品質表示の適正化に関する法律)等を主な素材として，その系譜等から食
品表示法制とその執行体制が抱える構造的問題を整理検討し，ひいてはそこに見られる
官僚制の問題を浮き彫りにするとともに，それらの改善策を導出しようとする試みである。
現代の日本国においては，食品衛生法(昭和 22 年法律第 233 号)及び JAS 法(昭和 25
年法律第 175 号)が食品表示にかかる主要な法律と位置付けられている。さらに，両法の
目的規定から外れる表示事項については，不当景品類及び不当表示防止法(昭和 37 年法律
第 134 号)や健康増進法に基づく栄養成分表示，計量法など，他法令等がそれを担ってい
る。その上，自治体によってはいわゆる上乗せ条例として，より厳格な規制もある。
このように複雑化，重層化した法規制等は，事業者側にとって法制度等の理解を困難に
するものであり，ひいては意図せざる法令違反を引き起こす要因とさえなる。あまつさえ，
「食品ロス」の一因ともなっている。さらに，当該法規制等の本来の受益者である一般消
費者においてもその理解が困難となっている。これは，当該表示法制下において，受益者
不在の状態になっているとも言える。
本研究では連続性」及び「歪曲」をキーワードに，歴史分析を縦軸に，理論分析を横
軸に検討を行った。
1. 歴史分析
第一に，占領期に制定された食品衛生法及びJAS 法の制定理由にかかる再整理を行った。
食品衛生法及び農林物資規格法 (JAS 法の原型)の制定理由を，経済混乱期の物資不足
や模造食品の横行による健康被害等への対処に関連づける官公庁資料や学術書が散見され
るところ，食品衛生法は，飲食物取締法(明治 33 年法律第 15 号)の後継法であること，
また，農林物資規格法は，わら工品，し、ぐさ製品等食品以外の農林物資の規格を主に規定
するものであり，食品関係で実際に制定された規格は，するめ，見布，乾たら等数えるほ
どしかなく，食料品の品質向上や物資不足の解消とは全く結び付かない法律であることな
どを明らかにした。
第二に， 2013 年 6 月，食品表示法(平成 25 年法律第 70 号)の制定まで， 40 年間以上，
食品表示法制が混乱状態におかれた原因の究明を行った。直接的な原因は， 1970 年の農林
物資規格法の一部改正にあり，これにより略称を JAS 法とされ，かつ，食品表示にかかる
主要 3 法(食品衛生法，景品表示法及びJAS 法)の聞に，表示に関して重複問題が発生し
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た。しかも，最後発の法律である JAS 法に，食品衛生法及び景品表示法がそれぞれ別個に
法規制出来る条文が明記されたため，その執行に関して，執行体制を含めて省庁間の調整
を要しないことが法的にも正当化され，さらに問題は複雑化した。
2. 理論分析
2007 年 11 月，農林水産省は警察庁との連名で「食品に係る偽装表示事案対策に関する
警察庁と農林水産省との連携強化」を発表した。本研究では，この「連携」に基づく立入
検査を対象に理論分析を進め，主に次の点を明らかにした。
総務省の勧告を背景に，農林水産省等が強権的に食品偽装表示にかかる行政調査を実施
すれば，行政調査の名を借りた犯罪捜査になりかねないこと，また，刑事事件における適
正手続や憲法 35 条に定める令状主義との問題が発生し得ること。すなわち，犯則調査権を
持たない農林水産省等が強権的な行政調査を実施し，食品表示偽装事犯を摘発することで
自らの組織の維持や拡大を図ろうとするならば，それはまさしく行政調査に籍口した犯罪
捜査であり，憲法 35 条に定める令状主義との問題が発生する可能性がある。
以上のとおり，歴史分析及び理論分析から，食品表示主要 3 法のうち， JAS 法だけが突
出して拡大・変質してきた過程を明らかにした。また，それに付随して執行機関も，食糧
事務所から輸出品検査所へ，また農林水産消費技術センター(旧輸出品検査所)から再度，
農政事務所(旧食糧事務所)へと，変遷してきた。これは同省職員の業務量に合わせて執
行機関を変更してきた。つまり，余剰人員を抱えている部門に，適宜，業務を割り振りし
て，同省内で雇用を維持してきたのである。このような実態を鑑みれば 食品表示法制を
巡る問題の解決には，法制度の整備では足らず，その執行体制の整備も併せて行う必要が
ある。
最後に，本研究が提示する解決策は，①食品表示法(平成 25 年法律第 70 号)の修正，
②業務移管に伴う人事方式，③公益通報制度，④消費者教育，の 4 点である。
2013 年 6 月，食品表示法が制定されたが，同法制定が予定されていながら，農林水産省
は，米の原産地表示を規定する条項を持つ米トレーサビリティ法(平成 21 年法律第 26 号)
を制定した。また， 2014 年の通常国会には，農林水産物資を対象とした地理的表示法案が
提出される予定である。これらは再び，食品表示制度の混乱を引き起こす可能性がある。
制定の真の理由は同省職員の雇用確保に求められるが，その根幹には， 日本国政府とし
て職員を雇用するのではなく，各省職員として雇用する日本官僚制に問題があるものと思
量する。この防止には，直接的には人事方式の見直しが必要となる。ただし，同省のみな
らず他省庁においても同様の行為は散見される。この虚構を現状追認してきた政治にも大
きな責任があると思量する。政治を選択する消費者個人々々の自覚や教育も不可欠で、ある。
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